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貸 借 対 照 表 

（平成22年12月31日現在） 

 

（単位：円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 

（資産の部） 

流 動 資 産 

 現金及び預金 

 売 掛 金 

 原材料・貯蔵品 

 仕 掛 品 

 そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有形固定資産 

 建 物 

 構 築 物 

 機械及び装置 

 車両・工具器具備品 

  建 設 仮 勘 定 

 無形固定資産 

 電 話 加 入 権 

 投資その他の資産 

 差 入 保 証 金 

242,062,111

23,527,644

208,560,023

138,201,879

71,898,611

14,014,747

△214,140,793

419,710,646

417,125,279

1,107,000

43,479,351

357,113,036

15,039,362

386,530

1,125,217

1,125,217

1,460,150

1,460,150

 

（負債の部） 

流 動 負 債 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 そ の 他 

固 定 負 債 

預 り 保 証 金

退職給付引当金

 

 

1,614,939,713 

169,191,457 

1,300,000,000 

76,788,082 

50,304,937 

18,655,237 

204,597,909 

710,037 

203,887,872 

負 債 合 計 1,819,537,622 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

 資 本 準 備 金 

 その他資本剰余金 

 利 益 剰 余 金 

 その他利益剰余金 

 繰越利益剰余金 

 

 

△1,157,764,865 

100,000,000 

1,046,985,066 

100,000,000 

946,985,066 

△2,304,749,931 

△2,304,749,931 

△2,304,749,931 

 

純 資 産 合 計 △1,157,764,865 

資 産 合 計 661,772,757 負債純資産合計 661,772,757 
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損 益 計 算 書 

（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで） 

 

（単位：円） 

科     目 金        額 
  

売 上 高 997,274,330 

売 上 原 価 1,346,752,061 

売 上 総 損 失 349,477,731 

販売費及び一般管理費 347,121,088 

営 業 損 失 696,598,819 

 

営 業 外 収 益 

 受 取 利 息 

 固 定 資 産 売 却 益 

 為 替 差 益 

 倉 庫 業 務 受 託 料 

 試験研究業務受託料 

 そ の 他 

 

 

590

2,781,600

167,861

5,365,235

10,629,730

5,662,746

 

 

 

 

 

 

                  

 24,607,762 

 

営 業 外 費 用 

 支 払 利 息 

 固 定 資 産 除 却 損 

 貸 倒 引 当 繰 入 

 減 価 償 却 費 

18,031,902

3,552,849

5,580,770

1,170,975

 

 

 

 

 

28,336,496 

経 常 損 失 700,327,553 

税 引 前 当 期 純 損 失 700,327,553 

法人税、住民税及び事業税 5,021,800 

当 期 純 損 失 705,349,353 
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個別注記表 

Ｉ．重要な会計方針 

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ･･･ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定しております） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採

用しております。 

(2) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、その発生事業年度において費用処理することとしております。 

４．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

以 上 


